
令和６年度

府 中 市 補 正 予 算 書

並びに予算に関する説明書

議案第 ３２ 号 一般会計（第７号）
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議案第 ３２ 号 

令和６年度府中市一般会計補正予算(第７号) 

令和６年度府中市の一般会計の補正予算(第７号)は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ８３９，８５２千円を

減額し、歳入歳出それぞれ２６，５７４，９６３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加及び変更は、「第２表繰越明許費補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第３条 既定の債務負担行為の変更は、「第３表債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第４条 既定の地方債の変更及び廃止は、「第４表地方債補正」による。 

令和７年２月２５日提出 

府中市長 小 野 申 人 
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3 2,032 1,181 3,213

1 利子割交付金 2,032 1,181 3,213

4 26,709 11,342 38,051

1 配当割交付金 26,709 11,342 38,051

5 27,843 21,317 49,160

1 株式等譲渡所得割交付金 27,843 21,317 49,160

6 104,757 17,283 122,040

1 法人事業税交付金 104,757 17,283 122,040

7 1,004,705 5,844 1,010,549

1 地方消費税交付金 1,004,705 5,844 1,010,549

8 23,803 4,416 28,219

1 環境性能割交付金 23,803 4,416 28,219

9 175,041 17,756 192,797

2
新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別
交付金

0 17,756 17,756

10 6,731,711 217,024 6,948,735

1 地方交付税 6,731,711 217,024 6,948,735

13 263,407 △226 263,181

1 使用料 158,591 △226 158,365

14 4,071,396 △46,262 4,025,134

1 国庫負担金 2,138,088 △1,652 2,136,436

2 国庫補助金 1,930,747 △44,610 1,886,137

15 1,700,119 △39,439 1,660,680

1 県負担金 1,067,368 5,008 1,072,376

2 県補助金 543,893 △42,620 501,273

3 委託金 88,858 △1,827 87,031

16 7,215 13,645 20,860

地方特例交付金

地方交付税

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

環境性能割交付金

補　正　額

 千円

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円
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1 財産運用収入 7,211 4,386 11,597

2 財産売払収入 4 9,259 9,263

17 431,622 △198,875 232,747

1 寄附金 431,622 △198,875 232,747

18 1,189,313 △125,208 1,064,105

2 基金繰入金 1,172,729 △125,208 1,047,521

20 925,699 △56,850 868,849

3 貸付金元利収入 490,656 △56,000 434,656

4 雑入 435,041 △850 434,191

21 5,370,933 △682,800 4,688,133

1 市債 5,370,933 △682,800 4,688,133

27,414,815 △839,852 26,574,963

市債

歳　　入　　合　　計

 千円  千円  千円

寄附金

繰入金

諸収入

款 項 補正前の額 補　正　額 計
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1 206,856 △2,418 204,438

1 議会費 206,856 △2,418 204,438

2 4,021,832 30,400 4,052,232

1 総務管理費 3,583,489 69,804 3,653,293

2 徴税費 217,311 △5,090 212,221

3 戸籍住民基本台帳費 172,752 △28,000 144,752

4 選挙費 22,186 △1,827 20,359

5 統計調査費 6,576 △140 6,436

6 監査委員費 19,518 △4,347 15,171

3 8,084,169 △216,240 7,867,929

1 社会福祉費 4,529,201 △166,433 4,362,768

2 児童福祉費 2,908,035 △47,625 2,860,410

3 生活保護費 643,363 △2,182 641,181

4 4,776,545 △508,512 4,268,033

1 保健衛生費 2,276,091 △294,292 1,981,799

2 清掃費 2,500,454 △214,220 2,286,234

5 48,971 0 48,971

1 労働諸費 48,971 0 48,971

6 501,172 △34,682 466,490

1 農業費 343,878 △30,113 313,765

2 林業費 157,294 △4,569 152,725

7 838,835 △71,498 767,337

1 商工費 838,835 △71,498 767,337

8 2,790,637 △118,727 2,671,910

1 土木管理費 418,665 △25,287 393,378

2 道路橋梁費 1,082,410 △2,211 1,080,199

商工費

土木費

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

補　正　額

 千円
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5 都市計画費 1,182,129 △82,650 1,099,479

6 住宅費 40,252 △8,579 31,673

7 地籍調査費 46,981 0 46,981

9 772,956 18,420 791,376

1 消防費 772,956 18,420 791,376

10 2,816,476 △14,263 2,802,213

1 教育総務費 632,302 △10,432 621,870

2 小学校費 173,218 △1,106 172,112

3 中学校費 134,128 △2,000 132,128

4 社会教育費 402,942 △11,289 391,653

5 社会体育費 1,148,184 △1,793 1,146,391

6 学校給食費 325,702 12,357 338,059

13 81,096 77,668 158,764

1 基金費 81,096 77,668 158,764

27,414,815 △839,852 26,574,963歳　　出　　合　　計

補　正　額 計

 千円

消防費

教育費

諸支出金

 千円  千円

款 項 補正前の額
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第２表　繰越明許費補正

（追　加）

防犯対策事業経費 500

文化センター整備経費 703,682

２ 清 掃 費 汚水処理施設整備経費 29,526

２ 総 務 費 １ 総 務 管 理 費 市制７０周年事業経費
千円

1,500

相談・訪問事業費 715

４ 衛 生 費 １ 保 健 衛 生 費 地域保健対策費 132,129

２ 道 路 橋 梁 費 辺地対策事業経費 31,350

道路防災対策事業経費 41,981

３ 民 生 費 １ 社 会 福 祉 費 老人集会所整備経費 677

８ 土 木 費 １ 土 木 管 理 費 急傾斜地崩壊対策事業経費 68,500

単市分事業経費 7,000

５ 都 市 計 画 費 桜が丘団地販売促進事業経費 14,250

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

社会資本整備総合交付金事業（単独分） 5,769

周辺地域の魅力ある地域づくりの支援事業経費 17,502

安全・安心な通学路の確保事業経費 8,000

橋梁長寿命化事業経費（補助） 62,000

橋梁長寿命化事業経費（単独） 10,000

排水路（浸水）対策事業経費 6,300

単市分事業経費 4,200

２ 徴 税 費 一般事務経費 1,957

基幹水利施設補修事業経費 796

農業体質強化基盤促進事業経費 20,448

６ 農林水産業費 １ 農 業 費 農業振興対策経費 3,088

２ 林 業 費 小規模崩壊地復旧事業経費 30,948

県営ため池等整備事業経費 23,747
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（追　加）

　(変　更)

１１ 災 害 復 旧 費 １
農林水産施設災
害 復 旧 費

現年発生災害復旧事業経費 41,354

歴史的建築物保存活用事業経費 520

２ 土木災害復旧費 現年発生災害復旧事業経費 19,600

１０ 教 育 費 ４ 社 会 教 育 費 公民館運営・管理経費 1,100

９ 消 防 費 １ 消 防 費 消防施設整備経費（単独事業） 7,149

住環境整備事業経費 147,630

狭あい道路整備等推進事業経費 30,670

８ 土 木 費 ５ 都 市 計 画 費 補助事業経費
千円

50,500

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　前

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

８ 土 木 費 ５ 都 市 計 画 費 都市再生整備計画事業経費
千円

130,300

１０ 教 育 費 ５ 社 会 体 育 費 市民プール整備経費 35,200
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補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　後

款 項 事　　　業　　　名 金　　額

８ 土 木 費 ５ 都 市 計 画 費 都市再生整備計画事業経費
千円

143,500

１０ 教 育 費 ５ 社 会 体 育 費 市民プール整備経費 41,800
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第３表　債務負担行為補正

  （変　更）

令和11年度

千円

高速カラー複合機賃借料
令和7年度

～ 8,634

補 正 前

事 項 期 間 限 度 額

内部情報系パソコンリース料

令和7年度

～ 117,772

令和11年度

放課後児童クラブ運営業務委託料

令和7年度

～ 497,245

令和11年度
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～ 8,225

令和11年度

千円

高速カラー複合機賃借料
令和7年度

補 正 後

事 項 期 間 限 度 額

内部情報系パソコンリース料
令和7年度

～ 112,879

令和11年度

放課後児童クラブ運営業務委託料
令和7年度

令和11年度

～ 458,982
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第４表　地方債補正

　(変　更)

補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　前

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法
千円

保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 1,609,600

病 院 施 設 整 備 事 業 341,400

過疎地域持続的発展特別事業 119,000

農 林 業 施 設 整 備 事 業 67,100

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 215,300

道 路 整 備 事 業 518,300

学 校 教 育 施 設 整 備 事 業 87,100

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 993,600

　(廃　止)

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法
千円

観 光 施 設 整 備 事 業 9,200

公 園 施 設 整 備 事 業 18,200

普通貸借
又は

証券発行

年利5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の

利率

　借入先の融資条件による。
　 ただし、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、も
しくは繰上償還又は低利に借り換
えることができる。

普通貸借
又は

証券発行

 年利5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の

利率

　借入先の融資条件による。
　ただし、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、も
しくは繰上償還又は低利に借り換
えることができる。
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補　　　　　　　　　　正　　　　　　　　　　後

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　率 償　還　の　方　法
千円

保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業 1,370,900

病 院 施 設 整 備 事 業 75,500

過疎地域持続的発展特別事業 59,800

農 林 業 施 設 整 備 事 業 67,300

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 215,200

道 路 整 備 事 業 500,000

学 校 教 育 施 設 整 備 事 業 74,500

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業 932,800

普通貸借
又は

証券発行

 年利5.0％以内
ただし、利率見
直し方式で借り
入れる政府資金
及び地方公共団
体金融機構資金
について、利率
の見直しを行っ
た後においては
当該見直し後の

利率

　借入先の融資条件による。
　ただし、市財政の都合により据
置期間及び償還期限を短縮し、も
しくは繰上償還又は低利に借り換
えることができる。

- 14 -



. 

- 15 -



１　総　　括

（歳　　入）

3 利子割交付金 2,032 1,181 3,213

4 配当割交付金 26,709 11,342 38,051

5 株式等譲渡所得割交付金 27,843 21,317 49,160

6 法人事業税交付金 104,757 17,283 122,040

7 地方消費税交付金 1,004,705 5,844 1,010,549

8 環境性能割交付金 23,803 4,416 28,219

9 地方特例交付金 175,041 17,756 192,797

10 地方交付税 6,731,711 217,024 6,948,735

13 使用料及び手数料 263,407 △226 263,181

14 国庫支出金 4,071,396 △46,262 4,025,134

15 県支出金 1,700,119 △39,439 1,660,680

16 財産収入 7,215 13,645 20,860

17 寄附金 431,622 △198,875 232,747

18 繰入金 1,189,313 △125,208 1,064,105

20 諸収入 925,699 △56,850 868,849

21 市債 5,370,933 △682,800 4,688,133

27,414,815 △839,852 26,574,963歳　　入　　合　　計

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円  千円  千円
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額 備　考

（千円） （千円）

給　　料 △ 43,440

職員手当 134,882

（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員一人当たり給与

　　イ　初任給

増減事由別内訳 説　　　明

給 与 改 定 に 伴 う
増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う
増 減 分

昇 給 期 間 短 縮 に 伴 う
増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 △ 43,440

制 度 改 正 に 伴 う
増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 134,882

区　　　　　　　　　　分 一　　般　　職 技能業務職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 333,897 332,064

令和７年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 372,873 345,301

平 均 年 齢 ４３歳８月 ５５歳４月

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 326,543 348,571

令和６年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 369,057 359,406

平 均 年 齢 ４３歳３月 ５４歳４月

区　　　　　分 学　　　歴 一　　般　　職（円） 技能業務職(円）

令和７年１月１日現在

高 校 卒 194,500 192,500

大 学 卒 220,000 －

区　　　　　分 学　　　歴
国　　 の　　制　　度

行政職一（円） 行政職二（円）

－

令和７年１月１日現在

高 校 卒 188,000 185,700

大 学 卒 220,000
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　ウ　級別職員数

級

　　（級別の基準となる職務）

７　級

　エ　期末手当・勤勉手当

　オ　地域手当

　カ　その他の手当

市： 家賃の支給基準の下限

手当額の上限

国； 家賃の支給基準の下限

手当額の上限

(1) (100.0)

(100.0)

６級

７級

計

２級

３級

４級

５級

６級

(100.0)

18.3

１級

90 27.4

60

１級

２級

３級

(3)
４級

５級

７級

計

(20.0)

5.2

１級

２級

３級

４級

５級

(80.0)
令和７年１月１日現在

15 4.5

(100.0)

１級

３級

４級

５級

６級

令和６年１月１日現在

(4)

(1)

(5)

78

区　　　　　分
一　　　般　　　職 技　能　業　務　職

職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

２級

7.7

70 21.1 12 92.3

38 11.4

332

70 21.1

40 12.1

17

91 27.4

７級

計
100.0 13

1

６級

32 9.8

100.0

8 2.4

1 7.1

23.8 12 85.8

7.1

7 2.1

44 13.4

７級

６　級

328 14 100.0
計

(3) (100.0)

100.0

主任
技術主任

係長 課長

区　　分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級

主事
技師

技術職
部長

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計

備　　考
６月（月分） １２月（月分） （月分）

一　般　職
主任主事
主任技師

主任技術職

補 正 後 2.250 2.350 4.600

補 正 前 2.250 2.350 4.600

国 の 制 度 2.250 2.350 4.600

支 給 対 象 地 域 広島市 東京都特別区

支 給 率 （ ％ ） 10.00 20.00

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ） 4 2

12,000円

27,000円

16,000円

28,000円

国の支給基準に基づく支給率（％） 10.00 20.00

区　　分 国の制度との異同 差　　異　　の　　内　　容

通 勤 手 当 同じ。

扶 養 手 当 同じ。

住 居 手 当 異なる。

家賃額に対する支給基準が異なる。
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